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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第184期中 第185期中 第186期中 第184期 第185期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

(1) 連結経営指標等       

売上高 (百万円) 81,347 80,214 84,738 170,842 173,899

経常利益 (百万円) 5,064 4,335 8,475 10,155 11,187

中間(当期)純利益 (百万円) 3,969 2,636 3,997 7,967 6,924

純資産額 (百万円) 122,986 129,620 140,403 129,568 134,649

総資産額 (百万円) 181,520 185,352 202,630 193,237 201,431

１株当たり純資産額 (円) 744.41 784.93 851.16 784.24 815.76

１株当たり中間(当期)
純利益 

(円) 24.03 15.96 24.23 48.05 41.76

自己資本比率 (％) 67.8 69.9 69.3 67.1 66.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 8,592 8,932 5,062 12,521 15,522

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △3,527 △1,498 424 △65 982

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,869 △870 △1,111 △5,871 △1,805

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

(百万円) 17,094 30,046 42,557 23,482 38,182

従業員数 (人) 2,499 2,493 2,416 2,445 2,427

(2) 提出会社の経営指標等       

売上高 (百万円) 74,903 73,459 78,072 157,783 160,378

経常利益 (百万円) 5,274 4,125 8,424 10,137 10,620

中間(当期)純利益 (百万円) 4,308 2,584 4,053 8,220 6,696

資本金 (百万円) 13,444 13,444 13,444 13,444 13,444

発行済株式総数 (千株) 168,184 168,184 168,184 168,184 168,184

純資産額 (百万円) 122,144 128,628 139,276 128,623 133,466

総資産額 (百万円) 175,833 179,448 197,221 187,565 195,349

１株当たり純資産額 (円) 739.31 778.92 844.33 778.54 808.61

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 26.08 15.65 24.57 49.61 40.40

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 5.00 5.00 5.00 10.00 10.00

自己資本比率 (％) 69.5 71.7 70.6 68.6 68.3

従業員数 (人) 2,304 2,304 2,286 2,256 2,251



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社及び当社の連結子会社であるマルピー薬品株式会社は、一般用医薬品等を取り

扱うヘルスケア事業の興和株式会社への営業譲渡を行いました。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社及び当社の連結子会社(以下「当社グループ」という。)の労働組合は、ユニオンショップ制をとっており、

組合員数は当中間連結会計期間末現在1,594人であります。 

なお、会社と労働組合は、円満な関係を持続しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

医薬品事業 1,997 

動物関連事業 81 

その他の事業 186 

全社(共通) 152 

合計 2,416 

従業員数(人) 2,286 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格高騰や輸出の鈍化といったマイナス面はありましたが、国

内における企業の設備投資は増加傾向にあり、当該期後半にかけては日経平均株価も上昇し、踊り場景気から脱却

した感が窺えます。 

医薬品業界におきましては、後発医薬品の使用促進、診療報酬の引き下げの検討といった医療費抑制の傾向がさ

らに強まるなか、国内外の製薬企業間の競争が一層激化し、引き続き厳しい環境下で推移いたしました。また、当

社を含め業界の再編も活発化しており、経営を取り巻く環境は大きく変化しております。 

このような状況のもとで、当社グループは住友製薬株式会社との合併準備を進めるなか、研究・開発・営業の各

部門が積極的かつ効率的に連携し、製品のポテンシャルを最大限に引き出す戦略を推進し、鋭意努力いたしまし

た。 

その結果、当社グループの売上高は847億３千８百万円（前中間連結会計期間比5.6％増）となりました。主力医

薬品の伸長に伴い、売上原価率が改善され、営業利益は89億９千２百万円（前中間連結会計期間比113.8％増）、経

常利益は84億７千５百万円（前中間連結会計期間比95.5％増）となりました。当中間連結会計期間で発生いたしま

した合併関連費用21億７百万円を特別損失で計上したことにより、中間純利益は39億９千７百万円（前中間連結会

計期間比51.6％増）となりました。 

事業の種類別セグメントの状況をみますと、医薬品事業では、主力品の販売に経営資源を集中投入したことによ

り、消化管運動機能改善剤「ガスモチン」、末梢循環改善剤「プロレナール」及び吸入ステロイド喘息治療剤「キ

ュバール」の売上は堅調に推移し、３製品とも前中間連結会計期間の売上を上回りました。また、７月にＯＤ錠

（口腔内崩壊錠）を新発売いたしました持続性アレルギー剤「エバステル」も前中間連結会計期間を上回る売上と

なりました。その結果、売上高は597億４千８百万円（前中間連結会計期間比10.8％増）、営業利益は99億８千８百

万円（前中間連結会計期間比124.2％増）となりました。 

動物関連事業では、抗菌性化学療法剤「ビクタス」を主力とした動物用医薬品及び犬猫用特別療法食等を中心に

販売努力いたしましたが、昨年12月末に販売終了しました犬糸状虫症予防剤「カルドメック」及び慢性心不全用持

続性ＡＣＥ阻害剤「エナカルド」の売上の減少分をカバーしきれず、売上高は127億７千９百万円（前中間連結会計

期間比9.1％減）、営業利益は２億６千２百万円（前中間連結会計期間比64.9％減）となりました。 

その他の事業では、天然増粘安定剤「エコーガム」及び「グリロイド」、天然調味料「アジポール」等の食品添

加物、工業薬品並びに研究検査用資材等の販売に努めました結果、売上高は122億１千万円（前中間連結会計期間比

0.2％減）、営業利益は４億７千７百万円（前中間連結会計期間比47.4％減）となりました。 

なお、事業の種類別セグメントにおける営業利益は、提出会社本社の総務、財務関連費用等事業の種類別セグメ

ントに属さない費用等を控除する前の金額であります。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益が前中間連結会計期間に比べ23億９千９百万円

増の69億７千３百万円となり、売上債権の減少等キャッシュ・フロー増加要因があり、50億６千２百万円となりま

した。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収入が９億５千２百万円あり、４億２千４百

万円となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払いに加え、短期借入金の返済によるキャッシュ・フロー減

少要因があり、△11億１千１百万円となりました。 

以上の結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は前連結会計年度末に比べ43億７千４百万円増加

し、425億５千７百万円となりました。 

  

  

              



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りであります。 

  

(注) １ 金額は販売価格により換算したものであります。 

２ 当中間連結会計期間において「外皮用薬」の生産実績はありません。 

３ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りであります。 

  

(注) １ 金額は仕入価格によっております。 

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

   

事業の種類別 
セグメントの名称 

薬効種別 金額(百万円)
前年同期比
(％) 

医薬品 

 神経系及び感覚器官用薬、アレルギー用薬 11,694 ＋26.4 

 循環器官用薬 9,597 ＋57.6 

 呼吸器官用薬 2,458 ＋89.1 

 消化器官用薬 8,327 ＋33.3 

 ビタミン剤、滋養強壮変質剤、ホルモン剤 3,097 △4.4 

 抗生物質製剤、化学療法剤、生物学的製剤 1,049 ＋17.5 

 外皮用薬 （注）２ － △100.0 

 その他の医薬品 2,060 ＋12.5 

  小計 38,286 ＋32.6 

動物関連 
 動物用医薬品 124 ＋61.2 

  小計 124 ＋61.2 

その他 

 食品添加物 382 △3.0 

 その他 57 △6.4 

  小計 439 △3.5 

合計 38,850 ＋32.1 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

医薬品 20,992 ＋15.5 

動物関連 11,348 △1.8 

その他 10,061 ＋6.2 

合計 42,402 ＋8.1 



(3) 受注状況 

当社グループの生産は見込生産で、受注生産は行っておりません。 

  

(4) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りであります。 

  

(注) １ セグメント間取引については相殺消去しております。 

２ 当中間連結会計期間において「組織細胞の機能用医薬品」の販売実績はありません。 

３ 工業所有権収入は、会計方針の変更により当中間連結会計期間から売上高として計上しているため、前年同期比は記載し

ておりません。 

事業の種類別 
セグメントの名称 

薬効種別 金額(百万円)
前年同期比
(％) 

医薬品 

 神経系及び感覚器官用薬、アレルギー用薬 14,079 ＋8.4 

 循環器官用薬 8,481 ＋11.2 

 呼吸器官用薬 1,883 ＋37.0 

 消化器官用薬 9,076 ＋6.8 

 ビタミン剤、滋養強壮変質剤、ホルモン剤 9,980 △3.5 

 抗生物質製剤、化学療法剤、生物学的製剤 9,909 ＋4.0 

 外皮用薬 291 △34.7 

 組織細胞の機能用医薬品 （注）２ － △100.0 

 その他の医薬品 2,490 △6.4 

 工業所有権収入 （注）３ 3,555 － 

  小計 59,748 ＋10.8 

動物関連 

 動物用医薬品 1,777 △40.4 

 飼料・飼料添加物 11,002 △0.7 

  小計 12,779 △9.1 

その他 

 食品添加物 7,706 △1.8 

 その他 4,501 ＋2.7 

 工業所有権収入 （注）３ 2 － 

  小計 12,210 △0.2 

合計 84,738 ＋5.6 



４ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次の通りであります。 

  

  

※ 株式会社メディセオホールディングスは、平成16年10月１日付で株式会社クラヤ三星堂より商号変更しておりま

す。 

また、アルフレッサ株式会社は、平成16年10月１日付で株式会社アズウェルの医薬品卸事業と株式会社大正堂の営

業を承継した福神株式会社より商号変更しております。 

  

５ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

株式会社 
メディセオ 
ホールディングス 

12,139 15.1 15,277 18.0 

アルフレッサ株式会社 ― ― 12,367 14.6 



３ 【対処すべき課題】 

わが国の製薬企業を取り巻く経営環境は、定期的薬価改定など薬剤費抑制策の浸透、新薬創出のための研究開発投

資負担の増大、欧米大手製薬企業による攻勢、業界再編の進行などにより、厳しさを増しつつあります。このような

国内事業環境のもと、当社がこれからも社会に貢献しつつ、安定的な成長を遂げていくためには、革新的な新薬創出

に向けて研究開発投資を積極的に行うとともに、この巨額化・長期化する投資に耐えうる国内事業基盤を確保するこ

とが最重要課題となります。さらに、製薬企業として成長していくためにはグローバル展開が不可欠ですが、海外事

業基盤の確立には周到な戦略と相当規模の投資が必要となります。 

このような課題に対応するための経営戦略として、当社は平成17年10月１日をもって住友製薬株式会社と合併し、

新たに大日本住友製薬株式会社として発足します。 

今後、経営資源の迅速かつ積極的な統合を図ることで収益性及び競争力の一層の向上を実現していく所存であり、

平成18年度中に全ての統合を完了させ、平成19年度には、両社単独シナリオの単純合算と比較して、売上シナジーで

年間100億円、コストシナジーで年間135億円を目指し、また平成17年度から平成19年度の累計で45億円の設備投資を

抑制することにより、平成19年度に統合シナジーの最大化を目指します。 

営業及び研究開発の基本戦略は以下の通りです。 

（１）営業戦略 

  「顧客満足度の向上」を営業戦略上の基本と考え、早期に営業機能を融合し、主力４製品（高血圧症・狭心症

治療薬「アムロジン」、消化管運動機能改善剤「ガスモチン」、末梢循環改善剤「プロレナール」、カルバペ

ネム系抗生物質製剤「メロペン」）に経営資源を重点配分し、早期統合効果を発揮させます。また、中長期的

には、ＣＮＳ（中枢神経系）領域及び糖尿病領域における確固たるプレゼンスの構築を目指します。 

（２）研究開発戦略 

  中長期の研究開発戦略として、重点領域における研究アクティビティ強化による厚みのある研究の展開を図

り、また開発においては、優先プロジェクトへの資源集中によるスピードと成功確率の向上を目指し、世界に

通用する製品の継続的創出を図ります。 

  

  

  

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次の通りであります。 

主要な技術導出 

  

  

また、以下の契約については、開発中止等の合意に伴い、当中間連結会計期間において解約しました。 

主要な技術導入 

  

  

主要な技術導出 

  

  

住友製薬株式会社との合併契約 

  

  当社と住友製薬株式会社は、両社の最重要基盤である国内において事業基盤をさらに強化し、グローバル展開への足

場を築くために、平成17年４月28日に合併契約書を締結しました。当社は、平成17年６月29日開催の第185期定時株主

総会における当該契約書の承認決議を経て、平成17年10月１日をもって同社と合併し、商号を「大日本住友製薬株式

会社」に変更しております。 

  当該契約の詳細につきましては「第５ 経理の状況 １中間連結財務諸表等」及び「２中間財務諸表等」の重要な

後発事象に記載しております。 

契約会社名 相手先 国名 技術の内容 対価の受取 契約期間 

大日本製薬㈱ 
（当社） 

エーザイ㈱ 日本 
糖尿病合併症治療剤に関す
る技術 

契約一時金

2005.9～ 
発売から10年間又は国毎
に物質特許期間、先発権
保護期間の長い方 
以後、双方のいずれかの
当事者が終結を通知する
まで 

契約会社名 相手先 国名 技術の内容 対価の支払 契約期間 

大日本製薬㈱ 
（当社） 

レコルダッチ社 イタリア 
塩酸レルカニジピンに関す
る技術 

契約一時金
2002.5～ 
発売から10年間又は特許
満了日の長い方 

契約会社名 相手先 国名 技術の内容 対価の支払 契約期間 

大日本製薬㈱ 
（当社） 

アベンティス社 フランス 
ベンゾジアゼピン受容体パ
ーシャルインバースアゴニ
ストに関する技術 

契約一時金

2004.2～ 
特許満了日、但し特許の
ない地域は発売から10年
間 



５ 【研究開発活動】 

当社グループは、独創性の高い国際的に通用する有用な新製品の開発に取り組んでおり、開発パイプラインの充実

と早期の上市を促進するために投資を拡大しております。現在、当社グループの研究開発は当社の総合研究所を中心

に行われております。 

当中間連結会計期間における当社グループの研究開発活動は以下の通りであります。 

・医薬品事業…中核の医療用医薬品事業において、血管系疾患、精神神経系疾患、免疫炎症性疾患及び感染症の４領

域を重点指向研究領域としてとらえ、独創的で新しい価値を持つ医薬品の研究開発に取り組んでおります。今後は

重点研究領域の中でも、特に糖尿病領域、ＣＮＳ（中枢神経系）領域へ研究資源を重点的に投入し、画期的な新薬

開発を目指します。 

主な開発品のうち、承認申請準備中であった統合失調症治療剤「ロナセン」及び抗てんかん剤「エクセグラン」の

パーキンソン病への適応症追加である「トレモード」は承認申請をいたしました。また、糖尿病合併症治療剤ＡＳ

－３２０１、認知症治療剤ＡＣ－３９３３、不安・うつ病治療剤ＡＣ－５２１６などが国内外で臨床試験段階にあ

り、ＡＳ－３２０１については海外における開発、製造及び販売する権利をエーザイ株式会社に付与いたしまし

た。 

なお、追加承認済みであった持続性抗アレルギー剤「エバステル」の新剤型「エバステルＯＤ錠」（口腔内崩壊

錠）は本年７月に新発売いたしました。 

・動物関連事業…ブタ呼吸器感染症治療剤「ビクタス水溶散」及び犬の骨関節炎に伴う疼痛ならびに跛行改善剤「カ

ルトロフェン・べット注射液」が承認申請中であります。 

・その他の事業…顧客のニーズに対応した製品の研究開発を推進しており、食品では天然素材を中心とした調味料及

び増粘安定剤、化成品では電子材料用薬剤の研究に重点を置いております。 

なお、当中間連結会計期間の研究開発費は、78億１千２百万円であります。これは特定のセグメントに区分できま

せんので、当社グループ全体としての金額であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

（１）前連結会計年度末における設備計画のうち、当社鈴鹿工場における「エクセグラン」自動化設備の更新につき

ましては、平成17年６月に完成いたしました。 

（２）当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画は次の通りであります。 

  

新設 

  

なお、経営資源の有効活用の一環として、主要な設備等の一部について譲渡することを決定いたしました。詳細に

つきましては「第５ 経理の状況 １中間連結財務諸表等」及び「２中間財務諸表等」の重要な後発事象に記載して

おります。 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容

投資予定金額
資金調
達方法 

着手及び完了予定

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了 

当社 
本社他 

大阪市 
中央区他 

医薬品事業 
医薬営業系
システム統合

1,914 ― 自己資金
平成 
17年11月 

平成 
19年11月

当社 
本社他 

大阪市 
中央区他 

医薬品事業、 
動物関連事業及
びその他の事業 

基幹系
システム統合

1,452 ― 自己資金
平成 
17年11月 

平成 
18年３月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 平成17年10月１日の住友製薬株式会社との合併に伴い、会社が発行する株式の総数について、定款の一部を下記の通り変更

しております。 

当会社が発行する株式の総数は、これを15億株とする。ただし、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を

減ずる。 

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 平成17年10月１日の住友製薬株式会社との合併に伴い、同日付で発行済株式数は229,716,000株増加し、397,900,154株とな

っております。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注) 平成17年10月１日の住友製薬株式会社との合併（合併比率1:1,290）に伴い、同日付で発行済株式総数は229,716,000株、資

本金は8,955百万円増加しております。なお、資本準備金の増減はありません。 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 600,000,000 

計 600,000,000 

種類 
中間会計期間末現在
発行数(株) 

(平成17年９月30日) 

提出日現在発行数(株)
(平成17年12月16日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 168,184,154 397,900,154

東京証券取引所
（市場第一部） 
大阪証券取引所 
（市場第一部） 
名古屋証券取引所 
（市場第一部） 

― 

計 168,184,154 397,900,154 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日 
   から 
平成17年９月30日 

― 168,184 ― 13,444 ― 15,860



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（株式会社三井住友銀行退職給付信託口）7,000千株は、株式会社三井住友

銀行が保有していた当社株式を退職給付信託に拠出したものであり、当該拠出後における同行の当社株式保有数は、

1,125千株（持株比率0.67％）であります。 

２ 上記のほか当社所有の自己株式3,228千株があります。なお、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有

していない株式が１千株あります。 

３ 下記の会社は、当社株式の大量保有報告書を提出しておりますが、株式の名義人その他が確認できないため、上記「大株

主の状況」には記載しておりません。 

  なお、当該大量保有報告書の内容は次の通りであります。 

   大量保有者   ゴールドマン・サックス証券会社東京支店他関係会社４社 

   同上住所    英国領バージン・アイランド、トルトラ、ロードタウン、ロマスコ・プレイス、ウィックハムズ・ケ

イ１、私書箱3140 

   報告書提出日  平成17年７月14日 

   報告義務発生日 平成17年６月30日 

   保有株式数   8,658千株 

   保有目的    証券業務の一部としての借入株券にかかるトレーディング等 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 16,735 9.95

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 13,598 8.09

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 10,530 6.26

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（株式会社三井住
友銀行退職給付信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 7,000 4.16

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目18番24号 5,776 3.43

ニッセイ同和損害保険株式会社 大阪市北区西天満４丁目15番10号 4,928 2.93

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 3,248 1.93

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦３丁目21番24号 3,144 1.87

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セ
キュリティーズ（ジャパン）リ
ミテッド（ビー・エヌ・ピー・
パリバ証券会社） 

東京都千代田区大手町１丁目７番２号 2,459 1.46

株式会社百十四銀行 香川県高松市亀井町５番地１ 2,316 1.38

計 ― 69,735 41.46



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式（自己株式等）」の欄は、すべて当社保有の自己株式であります。 

２ 「単元未満株式」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が250株、当社所有の自己株式が375株含まれておりま

す。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株あります。なお当該株式数は上記「①発

行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれております。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 3,228,000 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 162,510,000 162,508 ―

単元未満株式 普通株式 2,446,154 ―
１単元（1,000株）未満 
の株式 

発行済株式総数 168,184,154 ― ―

総株主の議決権 ― 162,508 ―

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

大日本製薬株式会社 
大阪市中央区道修町 
２丁目６番８号 

3,228,000 ― 3,228,000 1.92

計 ― 3,228,000 ― 3,228,000 1.92



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次の通りであります。 

(1) 新任役員 

月別 
平成17年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,091 1,070 1,062 1,194 1,345 1,600

最低(円) 996 1,000 1,010 1,027 1,179 1,311

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 
会長   岡 本 康 男 昭和13年９月20日

昭和37年４月 住友化学工業株式会社（現住友化

学株式会社）入社 

－

平成５年３月 同社取締役

平成９年６月 同社常務取締役

平成12年６月 同社専務取締役

平成14年６月 住友製薬株式会社取締役副社長 
平成14年６月

平成15年６月 
住友化学工業株式会社取締役 
住友製薬株式会社取締役社長 

平成15年６月

平成16年６月 
平成17年６月 
平成17年６月 
平成17年10月 

住友化学工業株式会社執行役員 
住友製薬株式会社社長執行役員 
住友化学株式会社取締役退任 
住友化学株式会社執行役員退任 
当社代表取締役会長(現任) 

取締役 
  

副社長執行 
役員 

社長補佐兼 
東京支社長兼 
法務・ＣＳＲ 
担当 

木 村 健一郎 昭和17年４月１日

昭和39年４月 住友化学工業株式会社（現住友化

学株式会社）入社 

－

昭和59年９月 同社退社

昭和59年10月

平成７年３月 
住友製薬株式会社入社

同社営業業務部長 
平成８年６月

平成12年６月 
平成14年６月 
平成16年６月 
平成16年６月 
平成17年10月 
平成17年10月 
平成17年10月 

  

同社取締役

同社常務取締役 
同社専務取締役 
同社取締役 
同社専務執行役員 
当社取締役（現任） 
当社副社長執行役員（現任） 
当社社長補佐兼東京支社長兼法

務・ＣＳＲ担当（現任） 

取締役 

  

専務執行役員 

統合推進・購買

担当兼 

関連事業本部長 

多 田 正 世 昭和20年１月13日 

昭和43年４月 住友化学工業株式会社（現住友化

学株式会社）入社 

－

平成10年６月

平成14年６月 
同社取締役

同社常務取締役 
平成15年６月 同社取締役退任

平成15年６月 同社常務執行役員

平成17年１月

平成17年１月 
平成17年１月 
平成17年10月 
平成17年10月 
平成17年10月 

同社常務執行役員退任

住友製薬株式会社入社 
住友製薬株式会社常務執行役員 
当社取締役（現任） 
当社専務執行役員（現任） 
当社統合推進・購買担当兼関連事

業本部長（現任） 



  

(注) １ 上記新任役員はいずれも平成17年10月1日付で就任しております。 

２ 所有株式数は、就任日現在の保有状況であります。 

  

 (2) 退任役員 

  

(3) 役職の異動 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役 
  

常務執行役員 

生産本部長兼 
環境担当 安 達 輝 穂 昭和19年９月29日

昭和44年４月

  
平成９年６月 
平成９年６月 
平成９年６月 
平成10年６月 
平成14年６月 
平成16年６月 
平成16年６月 
平成17年10月 
平成17年10月 
平成17年10月 

  

住友化学工業株式会社（現住友化

学株式会社）入社 
同社退社 
住友製薬株式会社入社 
同社企画部長 
同社取締役 
同社常務取締役 
同社取締役 
同社常務執行役員 
当社取締役（現任） 
当社常務執行役員（現任） 
当社生産本部長兼環境担当（現

任） 

－

取締役 
  

執行役員 
開発本部長 小 野 圭 一 昭和22年１月22日

昭和46年４月 住友化学工業株式会社（現住友化

学株式会社）入社 

－

昭和59年９月 同社退社

昭和59年10月

平成10年11月 
住友製薬株式会社入社

同社研究開発推進部長 
平成12年６月

平成16年６月 
平成17年10月 
平成17年10月 
平成17年10月 

同社取締役

同社執行役員 
当社取締役（現任） 
当社執行役員（現任） 
当社開発本部長（現任） 

常勤監査役   西 村 忠 良 昭和19年４月１日

昭和42年４月 住友化学工業株式会社（現住友化

学株式会社）入社 

－

昭和62年９月 同社退社

昭和62年10月

平成７年３月 
平成10年６月 
平成14年６月 
平成16年６月 
平成16年６月 

住友製薬株式会社入社

同社薬事調査部長 
同社取締役 
同社常務取締役 
同社取締役 
同社常務執行役員 

平成17年10月 当社常勤監査役(現任)

役名 職名 氏名 退任年月日 

常勤監査役   舩 倉 敏 朗 平成17年９月30日 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

代表取締役社長 
社長執行役員 

  
代表取締役会長兼社長

社長執行役員 

生産本部長兼

関連事業本部長兼 
東京支社長 

宮 武 健次郎 平成17年10月１日 

取締役 
副社長執行役員 

営業本部長 
取締役 

副社長執行役員 

営業本部長兼

レーダーサーク事業部

長 
藤 田   尚 平成17年10月１日 

取締役 
常務執行役員 

人事・総務・総合セン

ター管理担当 
取締役 

常務執行役員 

人事部長兼

総務・総合センター管

理担当 
岡 本 冨士雄 平成17年10月１日 

取締役 
執行役員 

経営企画部長 
取締役 
執行役員 

経営企画部長兼合併準

備室長兼広報担当 
老 田 哲 也 平成17年10月１日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

（資産の部）             

Ⅰ 流動資産           

 １ 現金及び預金     27,054 40,565   35,190 

 ２ 受取手形及び売掛金     55,973 57,292   67,405 

 ３ 有価証券     6,652 4,140   4,510 

 ４ たな卸資産     18,030 19,178   16,217 

 ５ その他     7,921 8,384   7,930 

   貸倒引当金     △75 △70   △77 

   流動資産合計     115,557 62.3 129,491 63.9   131,176 65.1

Ⅱ 固定資産           

 １ 有形固定資産 ※１         

  (1) 建物及び構築物     18,250 20,026   20,141 

  (2) 機械装置及び運搬具     6,546 5,344   5,905 

  (3) 土地     5,082 4,467   4,499 

  (4) 建設仮勘定     3,090 130   81 

  (5) その他     1,826 2,036   1,983 

有形固定資産合計     34,797 18.8 32,005 15.8   32,610 16.2

 ２ 無形固定資産     3,519 1.9 2,787 1.4   2,977 1.5

 ３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※2,3   27,116 33,102   29,486 

  (2) その他 ※３   4,712 5,633   5,528 

   貸倒引当金     △349 △390   △348 

投資その他の資産合計     31,478 17.0 38,345 18.9   34,667 17.2

固定資産合計     69,795 37.7 73,138 36.1   70,255 34.9

   資産合計     185,352 100 202,630 100   201,431 100 

            



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

（負債の部）             

Ⅰ 流動負債           

 １ 支払手形及び買掛金 ※２   24,511 28,407   32,172 

 ２ 未払法人税等     2,357 2,571   4,018 

 ３ 賞与引当金     3,713 3,930   4,126 

 ４ 返品調整引当金     54 63   65 

 ５ 売上割戻引当金     702 546   1,056 

 ６ その他     8,510 9,434   8,536 

   流動負債合計     39,850 21.5 44,954 22.2   49,975 24.8

Ⅱ 固定負債           

 １ 長期借入金     7,000 7,000   7,000 

 ２ 退職給付引当金     5,961 5,257   5,832 

 ３ 役員退職慰労引当金     521 53   549 

 ４ その他     1,664 4,140   2,639 

固定負債合計     15,147 8.2 16,450 8.1   16,021 8.0

   負債合計     54,997 29.7 61,405 30.3   65,997 32.8

（少数株主持分）           

  少数株主持分     735 0.4 821 0.4   783 0.4

（資本の部）           

Ⅰ 資本金 ※５   13,444 7.2 13,444 6.6   13,444 6.7

Ⅱ 資本剰余金     15,860 8.6 15,860 7.8   15,860 7.9

Ⅲ 利益剰余金     97,360 52.5 103,965 51.3   100,821 50.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金     6,355 3.4 10,721 5.3   8,031 4.0

Ⅴ 自己株式 ※６   △3,400 △1.8 △3,588 △1.7   △3,508 △1.8

資本合計     129,620 69.9 140,403 69.3   134,649 66.8

   負債、少数株主持分 
及び資本合計     185,352 100 202,630 100   201,431 100 

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     80,214 100 84,738 100   173,899 100 

Ⅱ 売上原価     50,637 63.1 49,596 58.5   111,087 63.9

   売上総利益     29,576 36.9 35,141 41.5   62,811 36.1

   返品調整引当金繰入額     0 0.0 ―   10 0.0

   返品調整引当金戻入額     ― 1 0.0   ― 

   差引売上総利益     29,576 36.9 35,143 41.5   62,800 36.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費          

 １ 貸倒引当金繰入額   ―  34 ―   

 ２ 給料   3,979  4,007 7,931   

 ３ 賞与引当金繰入額   2,456  2,599 2,695   

 ４ 役員退職慰労引当金 
   繰入額   27  5 55   

 ５ 研究開発費 ※１ 8,158  7,812 17,443   

 ６ その他   10,748 25,370 31.7 11,690 26,150 30.9 24,277 52,404 30.1

   営業利益     4,205 5.2 8,992 10.6   10,396 6.0

Ⅳ 営業外収益          

 １ 受取利息   21  18 36   

 ２ 受取配当金   462  333 567   

 ３ 工業所有権収入   233  ― 1,188   

 ４ 受取保険金   ―  103 ―   

 ５ その他   255 973 1.2 187 642 0.8 566 2,358 1.3

Ⅴ 営業外費用          

 １ 支払利息   31  30 62   

 ２ たな卸資産廃棄損   247  450 368   

 ３ 寄付金   441  475 860   

 ４ その他   122 843 1.0 203 1,160 1.4 276 1,567 0.9

   経常利益     4,335 5.4 8,475 10.0   11,187 6.4



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益               

 １ 厚生年金基金代行部分 
返上益 

  ―   781   ―    

 ２ 投資有価証券売却益 ※２ 820   ―   2,672    

 ３ 固定資産売却益 ※３ ― 820 1.0 ― 781 0.9 262 2,934 1.7

Ⅶ 特別損失               

１ 合併関連費用 ※４ ―   2,107   487    

２ 事業整理に伴う損失 ※５ ―   176   831    

３ 開発品目中止に伴う損失 ※６ 581   ―   581    

４ たな卸資産廃棄損 ※７ ― 581 0.7 ― 2,283 2.7 536 2,436 1.4

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益 

    4,574 5.7  6,973 8.2   11,686 6.7

   法人税、住民税 
   及び事業税 

  2,313   2,486   6,162    

   法人税等調整額   △422 1,891 2.4 456 2,943 3.5 △1,489 4,673 2.6

   少数株主利益     46 0.0  32 0.0   88 0.1

   中間(当期)純利益     2,636 3.3  3,997 4.7   6,924 4.0

                



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   15,860 15,860   15,860

Ⅱ 資本剰余金増加高   ― ―   ―

Ⅲ 資本剰余金減少高   ― ―   ―

Ⅳ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  15,860 15,860   15,860

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   95,579 100,821   95,579

Ⅱ 利益剰余金増加高     

  中間(当期)純利益 2,636 2,636 3,997 3,997 6,924 6,924

Ⅲ 利益剰余金減少高     

 １ 配当金 825 825 1,651 

 ２ 役員賞与 28 28 28 

３ 自己株式処分差損 0 855 0 853 1 1,681

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  97,360 103,965   100,821

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

  税金等調整前中間 
  (当期)純利益 

 4,574 6,973 11,686

  減価償却費 ※１ 2,569 2,289 5,232

  退職給付引当金の増減額 
（減少：△） 

 △45 △484 △173

  その他の引当金の増減額 
（減少：△） 

 △586 △1,168 218

  受取利息及び受取配当金  △484 △352 △603

  支払利息  31 30 62

  厚生年金基金代行部分 
返上益 

 ― △781 ―

  投資有価証券売却損益 
  （売却益：△） 

 △820 ― △2,672

  売上債権の増減額 
（増加：△） 

 8,435 9,291 △2,996

  たな卸資産の増減額 
  （増加：△） 

 3,777 △2,961 5,591

  仕入債務の増減額 
（減少：△） 

 △6,879 △3,715 641

  その他  785 △451 3,060

小計  11,357 8,670 20,045

  利息及び配当金の受取額  484 355 605

  利息の支払額  △31 △30 △62

  法人税等の支払額  △2,877 △3,932 △5,065

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 8,932 5,062 15,522

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

定期預金等の預入による 
支出 

 △1,013 ― △2,019

有価証券の売却による収入  707 500 3,676

有形固定資産の取得による 
支出 

 △1,716 △533 △3,639

投資有価証券の取得による 
支出 

 △142 △268 △673

投資有価証券の売却による 
収入 

 724 952 3,241

その他  △58 △226 397

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,498 424 982



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金純増減額 
（減少：△） 

 ― △200 ―

自己株式の増減額 
（増加：△） 

 △38 △79 △147

配当金の支払額  △824 △824 △1,651

少数株主への配当金の 
支払額 

 △7 △7 △7

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △870 △1,111 △1,805

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
増減額(減少：△) 

 6,563 4,374 14,699

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 23,482 38,182 23,482

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

※２ 30,046 42,557 38,182

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

当社の子会社11社のうち連

結子会社は、五協産業株式

会社、ニチエイ産業株式会

社、マルピー薬品株式会

社、株式会社マルピー物流

サービス(４社)でありま

す。 

非連結子会社(７社)は小規

模会社であり、連結の範囲

から除いても中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼし

ておりませんので、連結の

範囲から除外しておりま

す。 

同左 当社の子会社11社のうち連

結子会社は、五協産業株式

会社、ニチエイ産業株式会

社、マルピー薬品株式会

社、株式会社マルピー物流

サービス(４社)でありま

す。 

非連結子会社(７社)は小規

模会社であり、連結の範囲

から除いても連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしてお

りませんので、連結の範囲

から除外しております。 

２ 持分法の適用に関

する事項 

非連結子会社(７社)及び関

連会社(５社)は、持分法の

適用範囲から除いても中間

連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしておりませんの

で、持分法の適用範囲から

除外しております。 

同左 非連結子会社(７社)及び関

連会社(５社)は、持分法の

適用範囲から除いても連結

財務諸表に重要な影響を及

ぼしておりませんので、持

分法の適用範囲から除外し

ております。 

３ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

   ① 有価証券  ① 有価証券  ① 有価証券 

     満期保有目的の債券 

    償却原価法（定額

法） 

   満期保有目的の債券 

同左 

   満期保有目的の債券 

同左 

     その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間連結決算日

の市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は全

部資本直入法に

より処理し、売

却原価は移動平

均法により算定

し て お り ま

す。) 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     連結決算期末日

の市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は全

部資本直入法に

より処理し、売

却原価は移動平

均法により算定

し て お り ま

す。) 

      時価のないもの 

     移動平均法によ

る原価法 

② たな卸資産 

   (当社) 

   総平均法による原価

法 

    時価のないもの 

同左 

  

② たな卸資産 

   (当社) 

同左 

    時価のないもの 

     同左 

  

② たな卸資産 

   (当社) 

同左 

     (子会社) 

   移動平均法による原

価法 

   (子会社) 

同左 

   (子会社) 

同左 



  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

   建物は定額法、その

他の有形固定資産は

定率法により償却し

ております。 

   なお、耐用年数は以

下の通りでありま

す。 

建物及び 
構築物 

３～60年

機械装置 
及び 
運搬具 

２～17年

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

同左 

   ② 無形固定資産 

   定額法により償却し

ております。 

   なお、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利

用可能期間(５年)に

基づいて定額法によ

り償却しておりま

す。 

 ② 無形固定資産 

同左 

 ② 無形固定資産 

同左 

  (3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

   売掛金、受取手形等

債権の貸倒れによる

損失に備えて、一般

債権については貸倒

実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債

権については個別に

回収可能性を検討

し、回収不能見込額

を計上しておりま

す。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

同左 

   ② 賞与引当金 

   従業員賞与の支給に

備えて、その支給見

込額を計上しており

ます。 

 ② 賞与引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

同左 

   ③ 返品調整引当金 

(当社) 

   返品による損失に備

えて、全製品・商品

の返品予測高に対す

る売買利益相当額を

計上しております。 

 ③ 返品調整引当金 

(当社) 

同左 

 ③ 返品調整引当金 

(当社) 

同左 



  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   ④ 売上割戻引当金 

(当社) 

   卸店に対する売上割

戻金の支出に備え

て、次の基準により

算定した額を計上し

ております。 

 ④ 売上割戻引当金 

(当社) 

   卸店に対する売上割

戻金の支出に備え

て、次の基準により

算定した額を計上し

ております。 

 ④ 売上割戻引当金 

（当社) 

   卸店に対する売上割

戻金の支出に備え

て、次の基準により

算定した額を計上し

ております。 

    (ア)卸店の販売実績に

基づいて算定する

売上割戻金につい

ては、中間連結会

計期間末現在にお

ける卸店在庫に割

戻率を乗じた額。 

  (ア)  同左   (ア)卸店の販売実績に

基づいて算定する

売上割戻金につい

ては、連結会計年

度末現在における

卸店在庫に割戻率

を乗じた額。 

    (イ)売掛金回収額に基

づいて算定する売

上割戻金について

は、中間連結会計

期間末対象売掛金

に割戻率を乗じた

額。 

  (イ)  同左   (イ)売掛金回収額に基

づいて算定する売

上割戻金について

は、連結会計年度

末対象売掛金に割

戻率を乗じた額。 

   ⑤ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき、当中間連結会

計期間末において発

生していると認めら

れる額を計上してお

ります。 

   過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以

内の一定の年数(15

年)による定額法に

より費用処理してお

ります。 

数理計算上の差異

は、各事業年度の発

生時における従業員

の平均残存勤務期間

以内の一定の年数

(15年)による定額法

により按分した額を

それぞれ発生の翌連

結会計年度から費用

処理しております。 

 ⑤ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき、当中間連結会

計期間末において発

生していると認めら

れる額を計上してお

ります。 

   過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以

内の一定の年数(15

年)による定額法に

より費用処理してお

ります。 

数理計算上の差異

は、各事業年度の発

生時における従業員

の平均残存勤務期間

以内の一定の年数

(15年)による定額法

により按分した額を

それぞれ発生の翌連

結会計年度から費用

処理しております。 

 ⑤ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、連結会

計年度末における退

職給付債務及び年金

資産の見込額に基づ

き計上しておりま

す。 

   過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以

内の一定の年数(15

年)による定額法に

より費用処理してお

ります。 

数理計算上の差異

は、各連結会計年度

の発生時における従

業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年

数(15年)による定額

法により按分した額

をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費

用処理しておりま

す。 



  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

    （追加情報） 

当社は、確定給付企

業年金法の施行に伴

い、厚生年金基金の

代行部分について、

平成15年９月25日に

厚生労働大臣から将

来分支給義務免除に

ついて認可を受けま

した。また、過去分

については、平成16

年12月１日に返上の

認可を受け、平成17

年８月９日に国へ返

還額（最低責任準備

金）の納付を行いま

した。当社は「退職

給付会計に関する実

務 指 針（中 間 報

告）」（日本公認会

計士協会会計制度委

員会報告第13号）第

47-２項に定める経

過措置を適用し、当

該将来分支給義務免

除の日において代行

部分に係る退職給付

債務と年金資産を消

滅したものとみなし

て会計処理いたしま

したが、当該将来分

支給義務免除の時点

において測定された

返還相当額（最低責

任準備金）と返還日

における実返還額と

の差額781百万円に

ついて、当中間連結

会計期間において特

別利益に計上してお

ります。 

  



  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   ⑥ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金支

給に備えて、内規に

基づき算出した中間

連結会計期間末所要

額を計上しておりま

す。 

 ⑥ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金支

給に備えて、内規に

基づき算出した中間

連結会計期間末所要

額を計上しておりま

す。 

（追加情報） 

当社における役員退

職慰労金について

は、従来、内規に基

づき算出した中間連

結会計期間末所要額

を役員退職慰労引当

金として計上してお

りましたが、平成17

年６月29日限りで役

員退職慰労金制度を

廃止し、当該廃止日

までの在任期間に対

応する役員退職慰労

金を各役員の退任時

に支給することとし

ました。これに伴

い、当中間連結会計

期間末における当社

の在任の役員に対す

る退職慰労金相当額

248百万円について

は、未払金（流動負

債の「その他」に含

む）として計上して

おります。 

 ⑥ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金支

給に備えて、内規に

基づき算出した連結

会計年度末所要額を

計上しております。 

  (4) 重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

については、通常の賃

貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっ

ております。 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  (5) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

   消費税等の会計処理 

    税抜方式によって

おります。 

(5) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

   消費税等の会計処理 

同左 

(5) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

  

   消費税等の会計処理 

同左 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金の範

囲については、現金及び預

金(預入期間が３カ月を超

える定期預金を除く。)並

びに取得日から３カ月以内

に償還期限の到来する短期

投資としております。 

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲に

ついては、現金及び預金

(預入期間が３カ月を超え

る定期預金を除く。)並び

に取得日から３カ月以内に

償還期限の到来する短期投

資としております。 



会計方針の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― （工業所有権収入の損益の計上区

分） 

当社及び当社の連結子会社が保有

する特許権をはじめとする工業所

有権の実施権許諾等の対価として

他社から受け入れた一時金及び使

用料収入については、従来、「工

業所有権収入」として営業外収益

に計上しておりましたが、当中間

連結会計期間より「売上高」とし

て計上する方法に変更しました。 

この変更は、当該収入額が金額的

に重要性を増したこと及び今後継

続的に発生することが見込まれる

ため、売上高として計上する方が

損益の計上区分としてより適切な

処理であると判断したことによる

ものです。 

この変更による当中間連結会計期

間の損益に与える影響は、従来の

方法によった場合と比較して、売

上高及び営業利益がそれぞれ

3,557百万円増加し、営業外収益

が同額減少しております。 

なお、経常利益及び税金等調整前

中間純利益に与える影響はありま

せん。 

また、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによ

り、営業外費用の「その他」が90

百万円増加し、経常利益及び税金

等調整前中間純利益がそれぞれ同

額減少しております。 

  

――― 



表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(中間連結損益計算書) 

（1）前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました

「受取保険金」（当中間連結会計期間66百万円）

は当中間連結会計期間において営業外収益の総額

の100分の10以下であるため営業外収益の「その

他」に含めて表示しております。 

  

（中間連結損益計算書） 

「受取保険金」は当中間連結会計期間において営業外

収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記しまし

た。 

なお、前中間連結会計期間は営業外収益の「その他」

に66百万円含まれております。 

（2）前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました

「固定資産除却損」（当中間連結会計期間58百万

円）は当中間連結会計期間において営業外費用の

総額の100分の10以下であるため営業外費用の「そ

の他」に含めて表示しております。 

  

    

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

前中間連結会計期間まで「投資活動によるキャッシ

ュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりまし

た「定期預金等の預入による支出」（前中間連結会計

期間△13百万円）は、重要性が増加したため、当中間

連結会計期間より区分掲記しました。 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「投

資活動によるキャッシュ・フロー」の「定期預金等の

預入による支出」（当中間連結会計期間△13百万円）

は、重要性が低下したため、当中間連結会計期間より

「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」

に含めて表示しております。 

    



 注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は次の通りであります。 

  49,526百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額及び減損損失累計額は次の

通りであります。 

    

  49,686百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は次の通りであります。 

  50,323百万円

※２ 担保に供している資産は次の

通りであります。 

   また、担保付債務は次の通り

であります。 

投資有価証券 14百万円

買掛金 128百万円

※２ 担保に供している資産は次の

通りであります。 

   また、担保付債務は次の通り

であります。 

投資有価証券 19百万円

買掛金 125百万円

※２ 担保に供している資産は次の

通りであります。 

   また、担保付債務は次の通り

であります。 

投資有価証券 15百万円

買掛金 64百万円

      

※３ 非連結子会社及び関連会社に

対するものは次の通りであり

ます。 

投資有価証券 
(株式) 

714百万円

出資金（投資
その他の資産
の「その他」
に含む） 

101百万円

※３ 非連結子会社及び関連会社に

対するものは次の通りであり

ます。 

投資有価証券
(株式) 

538百万円

出資金（投資
その他の資産
の「その他」
に含む） 

101百万円

※３ 非連結子会社及び関連会社に

対するものは次の通りであり

ます。 

投資有価証券 
(株式) 

714百万円

出資金（投資
その他の資産
の「その他」
に含む） 

101百万円

      

 ４ 偶発債務 

 (1) 連結会社以外の会社の金融機

関からの借入金に対して債務

保証を行っております。 

サンノー食品 
株式会社 

1,523百万円

 ４ 偶発債務 

 (1) 連結会社以外の会社の金融機

関からの借入金に対して債務

保証を行っております。 

サンノー食品
株式会社 

1,391百万円

 ４ 偶発債務 

 (1) 連結会社以外の会社の金融機

関からの借入金に対して債務

保証を行っております。 

サンノー食品 
株式会社 

1,406百万円

 (2) 当社従業員の金融機関からの

住宅資金借入金に対して債務

保証を行っております。 

  19百万円

 (2) 当社従業員の金融機関からの

住宅資金借入金に対して債務

保証を行っております。 

  13百万円

 (2) 当社従業員の金融機関からの

住宅資金借入金に対して債務

保証を行っております。 

  17百万円

      

※５ 当社の発行済株式総数は、普

通株式168,184,154株であり

ます。 

※５ 当社の発行済株式総数は、普

通株式168,184,154株であり

ます。 

※５ 当社の発行済株式総数は、普

通株式168,184,154株であり

ます。 

      

※６ 連結会社が保有する自己株式

の数は、普通株式3,048,313

株であります。 

※６ 連結会社が保有する自己株式

の数は、普通株式3,228,375

株であります。 

※６ 連結会社が保有する自己株式

の数は、普通株式3,159,324

株であります。 

      

７ 特定融資枠契約 

   当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行４

行と特定融資枠契約を締結し

ております。 

特定融資枠契
約の総額 

10,000百万円

借入実行残高 ―――

７ 特定融資枠契約 

   当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行４

行と特定融資枠契約を締結し

ております。 

特定融資枠契
約の総額 

10,000百万円

借入実行残高 ―――

 ７ 特定融資枠契約 

   当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行４

行と特定融資枠契約を締結し

ております。 

特定融資枠契
約の総額 

10,000百万円

借入実行残高 ―――



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 研究開発費の総額は8,158百

万円であり、全額販売費及び

一般管理費に計上しておりま

す。 

※１ 研究開発費の総額は7,812百

万円であり、全額販売費及び

一般管理費に計上しておりま

す。 

※１ 研究開発費の総額は17,443百

万円であり、全額販売費及び

一般管理費に計上しておりま

す。 

      

      

※２ 投資有価証券売却益は、技術

導入を行った提携先の株式を

売却したこと等によるもので

あります。 

※２     ――― ※２ 投資有価証券売却益は、アボ

ット ジャパン株式会社の株

式の一部をアボット・ファイ

ナンス・カンパニーＳ.Ａ. 

(スイス国)に譲渡したこと等

によるものであります。 

      

※３     ――― 

  

※３     ――― ※３ 固定資産売却益の内訳は次の

通りであります。 

土 地 262百万円

  

※４     ――― 

  

※４ 合併関連費用は、住友製薬株

式会社との合併に伴い発生し

たシステム構築費用及び事務

所の移転費用等であります。 

  

  

※４ 合併関連費用は、住友製薬株

式会社との合併に伴い発生し

たコンサルティング費用及び

システム構築等の費用であり

ます。 

※５     ――― ※５ 事業整理に伴う損失は、当社

の非連結子会社の清算に伴う

当社の損失負担見込額であり

ます。 

※５ 事業整理に伴う損失は、当社

グループのヘルスケア事業の

営業譲渡契約の締結に伴い発

生したものであります。 

      

※６ 開発品目中止に伴う損失は、

当社で開発中であった新製品

候補品目の開発中止に伴い発

生したものであります。 

※６     ――― ※６ 開発品目中止に伴う損失は、

当社で開発中であった新製品

候補品目の開発中止に伴い発

生したものであります。 

      

※７     ――― 

  

※７     ――― ※７ たな卸資産廃棄損は、当社の

出荷期限切れ在庫の廃棄に伴

い発生したものであります。 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 減価償却費には、長期前払費

用の費用化額51百万円を含ん

でおります。 

※１ 減価償却費には、長期前払費

用の費用化額55百万円を含ん

でおります。 

※１ 減価償却費には、長期前払費

用の費用化額102百万円を含

んでおります。 

      

※２ 現金及び現金同等物の中間連

結会計期間末残高と中間連結

貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係は以下の

通りであります。 

(平成16年９月30日) 

現金及び 
預金勘定 

27,054百万円

預入期間が 
３カ月を超え 
る定期預金 

△19百万円

取得日から３ 
カ月以内に償 
還期限の到来 
する短期投資 

3,010百万円

現金及び 
現金同等物 

30,046百万円

※２ 現金及び現金同等物の中間連

結会計期間末残高と中間連結

貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係は以下の

通りであります。 

(平成17年９月30日) 

現金及び 
預金勘定 

40,565百万円

預入期間が
３カ月を超え 
る定期預金 

△1,019百万円

取得日から３
カ月以内に償 
還期限の到来 
する短期投資 

3,010百万円

現金及び 
現金同等物 

42,557百万円

※２ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

は以下の通りであります。 

(平成17年３月31日) 

  

現金及び
預金勘定 

35,190百万円

預入期間が
３カ月を超え 
る定期預金 

△19百万円

取得日から３ 
カ月以内に償 
還期限の到来 
する短期投資 

3,010百万円

現金及び
現金同等物 

38,182百万円

    



(リース取引関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ 借主側 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ 借主側 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ 借主側 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  機械装置 
及び運搬具   

その他 
(工具、器具
及び備品) 

  合計 

  （百万円）   （百万円）   （百万円）
取得価額 
相当額 1,104  1,642  2,746

減価償却 
累計額 
相当額 

443  981  1,425

中間期末 
残高 
相当額 

660  661  1,321

  機械装置
及び運搬具

 
その他

(工具、器具
及び備品)

 合計

  （百万円）  （百万円）  （百万円）

取得価額 
相当額 1,295 1,365 2,661

減価償却 
累計額 
相当額 

583 669 1,252

中間期末 
残高 
相当額 

712 696 1,409

 
機械装置
及び運搬具

 
その他 

(工具、器具
及び備品) 

  合計 

 （百万円）  （百万円）   （百万円）
取得価額
相当額 1,229 1,448  2,677

減価償却
累計額 
相当額 

531 899  1,431

期末残高
相当額 697 548  1,246

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

 (注)    同左 

  

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 579百万円

１年超 741百万円

合計 1,321百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

   未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 537百万円

１年超 871百万円

合計 1,409百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 545百万円

１年超 701百万円

合計 1,246百万円

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

 (注)    同左  (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 336百万円

減価償却費相当額 336百万円

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び減損損失 

支払リース料 361百万円

減価償却費相当額 361百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 679百万円

減価償却費相当額 679百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

２ 貸主側 

 (1) リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

２ 貸主側 

 (1) リース物件の取得価額、減価

償却累計額、減損損失累計額

及び中間期末残高 

２ 貸主側 

 (1) リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び期末残高 

  

その他 
(工具、器具
及び備品) 
(百万円) 

取得価額 97

減価償却 
累計額 

83

中間期末 
残高 

13

その他
(工具、器具
及び備品) 
(百万円) 

取得価額 11

減価償却
累計額 

7

中間期末
残高 

3

その他 
(工具、器具
及び備品) 
(百万円) 

取得価額 23

減価償却
累計額 

18

期末残高 4

 (2) 未経過リース料中間期末残

高相当額 

１年内 10百万円

１年超 2百万円

合計 13百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残

高相当額 

１年内 1百万円

１年超 1百万円

合計 3百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 2百万円

１年超 2百万円

合計 4百万円

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高及び見積残

存価額の残高の合計額が営

業債権の中間期末残高等に

占める割合が低いため、受

取利子込み法により算定し

ております。 

 (注)    同左  (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高及び見積残存価額の

残高の合計額が営業債権の

期末残高等に占める割合が

低いため、受取利子込み法

により算定しております。 

 (3) 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 11百万円

減価償却費 6百万円

 (3) 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 3百万円

減価償却費 1百万円

 (3) 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 20百万円

減価償却費 12百万円

      

  （減損損失について）   

  
 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

  



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間) 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

（注） 当中間連結会計期間において、時価のある株式について1百万円の減損処理を行っております。 

  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  満期保有目的の債券 

その他有価証券 

  

種類 

当中間連結会計期間末
(平成16年９月30日) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

国債・地方債等 129 130 0

社債 1,000 640 △359

その他 ― ― ―

合計 1,129 770 △359

種類 

当中間連結会計期間末
(平成16年９月30日) 

取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 12,104 23,288 11,183

債券  

  国債・地方債等 ― ― ―

  社債 ― ― ―

  その他 ― ― ―

その他 4,437 4,015 △421

合計 16,542 27,303 10,761

     コマーシャル・ペーパー 2,999百万円

     公社債投資信託等 11百万円

店頭売買株式を除く非上場株式 1,609百万円



(当中間連結会計期間) 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  満期保有目的の債券 

その他有価証券 

  

種類 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

国債・地方債等 130 130 0

社債 1,506 1,303 △203

その他 ― ― ―

合計 1,636 1,433 △203

種類 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 12,333 30,470 18,136

債券  

  国債・地方債等 ― ― ―

  社債 ― ― ―

  その他 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 12,333 30,470 18,136

     コマーシャル・ペーパー 2,999百万円

     公社債投資信託等 11百万円

非上場株式 1,586百万円



(前連結会計年度) 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

（注） 当連結会計年度において、時価のある株式について１百万円の減損処理を行っております。 

  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  満期保有目的の債券 

  その他有価証券 

  

種類 

当連結会計年度末
(平成17年３月31日) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

 国債・地方債等 129 130 0

 社債 2,009 1,691 △318

 その他 ― ― ―

合計 2,139 1,821 △318

種類 

当連結会計年度末
(平成17年３月31日) 

取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

 株式 12,119 25,704 13,585

 債券  

   国債・地方債等 ― ― ―

   社債 ― ― ―

   その他 ― ― ―

 その他 862 853 △9

合計 12,981 26,557 13,575

     コマーシャル・ペーパー 2,999百万円

     公社債投資信託等 11百万円

     非上場株式 1,574百万円



(デリバティブ取引関係) 

当社グループは、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおいてもデリバティ

ブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分は、製品の種類、販売市場の類似性を考慮し、医薬品、動物関連、その他にセグメンテーションしております。

２ 会計方針の変更に記載の通り、当中間連結会計期間より工業所有権収入を「売上高」として計上する方法に変更しており

ます。 

  この変更は、当該収入額が金額的に重要性を増したこと及び今後継続的に発生することが見込まれるため、売上高として

計上する方が損益の計上区分としてより適切な処理であると判断したことによるものです。 

  これにより、医薬品事業及びその他事業の売上高及び営業利益が3,555百万円及び２百万円それぞれ増加しております。 

  
医薬品 
(百万円) 

動物関連
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

53,925 14,059 12,229 80,214 ― 80,214

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― 659 659 (659) ―

計 53,925 14,059 12,889 80,874 (659) 80,214

営業費用 49,469 13,310 11,980 74,759 1,249 76,009

営業利益 4,455 749 908 6,114 (1,908) 4,205

  
医薬品 
(百万円) 

動物関連
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

59,748 12,779 12,210 84,738 ― 84,738

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― 605 605 (605) ―

計 59,748 12,779 12,816 85,344 (605) 84,738

営業費用 49,760 12,516 12,338 74,615 1,130 75,745

営業利益 9,988 262 477 10,728 (1,735) 8,992

  
医薬品 
(百万円) 

動物関連
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

122,055 27,284 24,559 173,899 ― 173,899

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― 1,311 1,311 (1,311) ―

計 122,055 27,284 25,871 175,211 (1,311) 173,899

営業費用 110,583 26,328 24,461 161,374 2,129 163,503

営業利益 11,471 955 1,410 13,837 (3,441) 10,396



３ 各事業の主な製商品 

  

  

４ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間1,863百万円、当中間連

結会計期間1,695百万円、前連結会計年度3,352百万円であり、その主なものは、提出会社本社の総務、財務関連費用等で

あります。 

  

事業区分 主な製商品

医薬品 医療用医薬品、一般用医薬品、診断用薬 

動物関連 
動物用医薬品 動物用医薬品

飼料・飼料添加物 犬猫用特別療法食、飼料添加物

その他 
食品添加物 食品添加物

その他 工業薬品、研究検査用資材、食品 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平

成17年９月30日)及び前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

在外連結子会社及び重要な在外支店がありませんので、所在地別セグメント情報を記載しておりません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平

成17年９月30日)及び前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

海外売上高が、連結売上高の10％未満でありますので、海外売上高を記載しておりません。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 784円93銭 851円16銭 815円76銭

１株当たり中間 
(当期)純利益 

15円96銭 24円23銭 41円76銭

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

 

中間(当期)純利益 
(百万円) 

2,636 3,997 6,924

普通株主に帰属しない
金額(百万円) 

― ― 28

(うち利益処分による
役員賞与金(百万円)) 

― ― 28

普通株式に係る中間
(当期)純利益(百万円) 

2,636 3,997 6,895

普通株式の期中平均株
式数(千株) 

165,158 164,991 165,113



(重要な後発事象) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当社と住友製薬株式会社は、平成17
年10月１日をもって合併することに
ついて基本的に合意し、平成16年11
月25日開催の取締役会での決議を経
て、同日、合併に関する「基本合意
書」を締結しました。 
１ 合併の目的 
わが国の製薬業界を取り巻く経営
環境は、定期的薬価引下げなど薬
剤費抑制策の浸透、新薬創出のた
めの研究開発投資負担の増大、欧
米大手製薬企業による攻勢、業界
再編の進行などにより、厳しさを
増しつつあります。このような国
内事業環境のもと、日本の準大手
製薬企業が社会に貢献しつつ、安
定的な成長を遂げていくために
は、革新的な新薬創出に向けて研
究開発投資を積極的に行うととも
に、巨額化・長期化する投資に耐
えうる国内事業基盤を確保するこ
とが最重要課題となります。さら
に、製薬企業として成長していく
ためにはグローバル展開が不可欠
ですが、海外事業基盤の確立には
周到な戦略と相当規模の投資が必
要となります。 
当社及び住友製薬株式会社は、こ
のような共通の認識にもとづき、
両社の最重要基盤である国内にお
いて事業基盤をさらに強化し、グ
ローバル展開への足場を築くため
に、両社の合併について検討して
きましたが、今般、その基本的事
項について合意しました。 
本合併により、両社の経営資源を
統合し、選択と集中を基調とした
基本戦略を追求することで、収益
性及び競争力の一層の向上を目指
してまいります。 

（住友製薬株式会社との合併） 
当社は、住友製薬株式会社と、平成
17年６月29日開催の当社第185期定
時株主総会において、また、住友製
薬株式会社では、平成17年６月22日
開催の同社第22期定時株主総会にお
ける合併契約書の承認決議により、
平成17年10月１日をもって合併し、
商号を「大日本住友製薬株式会社」
に変更いたしました。 
合併に関する事項の概要は、次の通
りであります。 
１ 当社は、合併に際して、合併期

日前日の最終の住友製薬株式会
社の株主名簿（実質株主名簿を
含む。以下同じ。）に記載又は
記録された株主（実質株主を含
む。以下同じ。）に対し、その
所有する住友製薬株式会社の普
通株式１株につき、当社の普通
株式1,290株の割合をもって割
当交付いたしました。なお、割
当交付した株式232,716,000株
のうち、229,716,000株につい
て は 新 株 を 発 行 し、残 り
3,000,000株については新株の
発行に代えて当社が所有した自
己株式を移転しております。 

２ 当社は、合併期日前日の最終の
住友製薬株式会社の株主名簿に
記載又は記録された株主に対
し、平成17年４月１日から平成
17年９月30日までの期間の中間
配当（商法第293条ノ５の規定
による金銭の分配）に代えて、
その所有する住友製薬株式会社
の普通株式１株につき16,000円
の合併交付金を、当社の中間配
当金支払開始日にあわせて支払
いました。 

３ 当社は、合併により、資本金が
8,955百万円、利益準備金が
2,255百万円、任意積立金その
他留保利益の額が118,874百万
円それぞれ増加しております。
なお、合併に伴う資本準備金の
増加はありません。この結果、
資本金は22,400百万円、利益準
備金は5,288百万円、任意積立
金 そ の 他 留 保 利 益 の 額 は
218,734百万円となりました。 

４ 当社が住友製薬株式会社から引
き継いだ資産及び負債の内訳は
以下の通りです。 
資産合計 184,394百万円
（流動資産） 120,152百万円
（固定資産） 64,242百万円
負債合計 48,406百万円
（流動負債） 36,187百万円
（固定負債） 12,218百万円

(住友製薬株式会社との合併契約書
の締結） 
当社は、平成17年４月28日開催の取
締役会を経て同日、住友製薬株式会
社との間で合併契約書を締結しまし
た。当該合併契約書については、住
友製薬株式会社では、平成17年６月
22日開催の第22期定時株主総会にお
いて、当社では、平成17年６月29日
開催の第185期定時株主総会におい
て承認を得ております。 
１ 合併の目的 
わが国の製薬業界を取り巻く経営
環境は、定期的薬価引下げなど薬
剤費抑制策の浸透、新薬創出のた
めの研究開発投資負担の増大、欧
米大手製薬企業による攻勢、業界
再編の進行などにより、厳しさを
増しつつあります。このような国
内事業環境のもと、日本の準大手
製薬企業が社会に貢献しつつ、安
定的な成長を遂げていくために
は、革新的な新薬創出に向けて研
究開発投資を積極的に行うととも
に、巨額化・長期化する投資に耐
えうる国内事業基盤を確保するこ
とが最重要課題となります。さら
に、製薬企業として成長していく
ためにはグローバル展開が不可欠
ですが、海外事業基盤の確立には
周到な戦略と相当規模の投資が必
要となります。 
当社及び住友製薬株式会社は、こ
のような共通の認識にもとづき、
両社の最重要基盤である国内にお
いて事業基盤をさらに強化し、グ
ローバル展開への足場を築くため
に、両社それぞれの取締役会の決
議を経て、合併契約書を締結する
に至りました。 
本合併により、両社の経営資源を
統合し、選択と集中を基調とした
基本戦略を追求することで、収益
性及び競争力の一層の向上を目指
してまいります。 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

２ 合併の方法及び合併契約の内容 

(1)合併の方法 

当社を存続会社とし、住友製

薬株式会社を消滅会社とする

方式により合併します。 

(2)合併契約の内容（予定） 

①合併比率 

住友製薬株式会社の普通株式

１株に対して、当社の普通株

式1,290株を割り当てます。 

②合併日程 

③本店所在地 

大阪市 

合併契約書承認

取締役会 
平成17年４月 

合併契約書締結 平成17年４月 

合併契約書承認

株主総会 
平成17年６月下旬 

合併期日 平成17年10月１日 

合併登記 平成17年10月上旬 

  ２ 合併の方法及び合併契約書の内

容 

(1) 当社を存続会社とし、住友

製薬株式会社を消滅会社と

する方式により合併しま

す。なお、合併後の社名

（商号）は「大日本住友製

薬株式会社」とします。 

(2) 住友製薬株式会社の普通株

式１株に対して、当社の普

通株式1,290株を割り当て

ます。このうち、3,000千

株については新株の発行に

代えて当社の所有する自己

株式を移転するものとし、

残り229,716千株について

は新株を発行します。 

(3) 合併期日前日の最終の住友

製薬株式会社の株主に対し

て、平成17年４月１日から

平成17年９月30日までの期

間の中間配当に代えて、住

友製薬株式会社の普通株式

１株当たり16,000円の合併

交付金を合併期日後３カ月

以内に支払います。ただ

し、この交付金は合併期日

前日の住友製薬株式会社の

資産及び負債並びに権利義

務の状況等に応じ、両社協

議の上、変更する場合があ

ります。 

(4) 合併により増加すべき当社

の資本金、資本準備金、利

益準備金及び任意積立金そ

の他の留保利益の額は以下

のとおりです。ただし、合

併期日の住友製薬株式会社

の資産及び負債の状況等に

より、両社協議の上、変更

する場合があります。 

① 資本金 

8,955百万円、したが

って、合併後の当社の

資本金は、22,400百万

円となります。 

② 資本準備金 

商法第288条ノ２第１

項第５号の超過額から

下記③及び④の金額を

控除した額 

③ 利益準備金 

合併期日における住友

製薬株式会社の利益準

備金の額 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

    

  

④ 任意積立金その他の留

保利益の額 

合併期日における住友

製薬株式会社の任意積

立金その他の留保利益

の額。ただし、積み立

てるべき科目及び金額

は、両社協議の上、決

定します。 

(5) 合併期日は平成17年10月１

日とします。ただし、合併

手続の進行上の必要その他

の事由により、両社協議の

上、変更する場合がありま

す。 

(6) 当社は、平成17年３月31日

現在の住友製薬株式会社の

貸借対照表その他同日現在

の計算を基礎とし、これに

合併期日に至るまでの増減

を加除した資産及び負債並

びに権利義務の変動の一切

を合併期日に承継します。 

３ 住友製薬株式会社の概要 

(1) 住所 

大阪市中央区道修町二丁目

２番８号 

(2) 代表者 

代表取締役社長 

       岡本 康男 

(3) 資本金 

9,020百万円(平成17年３月

31日現在) 

(4) 事業の内容 

医薬品、診断試薬及び医療

用機器の製造・販売 

(5) 経営成績(平成16年４月１

日から平成17年３月31日ま

で) 

売上高   142,347百万円 

当期純利益 15,723百万円 

(6) 財政状態(平成17年３月31

日現在) 

資産合計  185,021百万円 

負債合計  56,448百万円 

資本合計  128,573百万円 

(7) 従業員数(平成17年３月31

日現在)  

2,796名 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― （主要設備の譲渡） 

当社は、経営資源の有効活用の一環

として、平成17年11月に以下の設備

について外部へ譲渡いたしました。 

  

  

なお、当該設備の譲渡に伴い、平成

18年３月期において、当該設備の売

却益1,786百万円を特別利益に計上

する予定であります。 

  

譲渡した設備 
東京支社（東京都

中央区）他 

譲渡総額 2,215百万円

――― 



(2) 【その他】 

（訴訟） 

住友製薬株式会社は、ファイザー社（ファイザー・リミテッド（英国）及びファイザー・コーポレーション（パ

ナマ共和国））とのライセンス契約を基に「アムロジン」（高血圧症・狭心症治療薬／持続性カルシウム拮抗

薬）の製造販売を行ってまいりましたが、当社との合併前に当該契約を親会社の住友化学株式会社へ譲渡し、当

社は合併後、住友化学株式会社から再実施権の許諾を受けております。合併期日後に、ファイザー社は、当社と

当該契約の当事者であった住友製薬株式会社との合併によりライセンス契約は終了したとして、当社及び住友化

学株式会社を被告とする特許侵害による製造販売の差し止めと損害賠償を求める訴訟を東京地方裁判所に提起

し、また当社及び住友化学株式会社は、ファイザー社を被告として実施権者たる地位の確認を求める訴訟を同裁

判所に提起し、現在係争中であります。当社及び住友化学株式会社は、合併後においてもライセンス契約は有効

に存続しているとの主張の正当性が認められるものと認識しており、当該品目の製造販売の継続及び損益への影

響はないものと考えております。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

（資産の部）                 

Ⅰ 流動資産                

 １ 現金及び預金     25,759   39,564    33,605  

 ２ 受取手形     3,408   2,449    2,518  

３ 売掛金     49,488   51,136    61,874  

 ４ 有価証券     6,641   3,999    4,499  

 ５ たな卸資産     17,242   18,381    15,458  

 ６ その他     7,747   8,261    7,769  

   貸倒引当金     △6   △5    △7  

   流動資産合計     110,282 61.5  123,788 62.8   125,718 64.4

Ⅱ 固定資産                

 １ 有形固定資産 ※１              

  (1) 建物     17,640   19,397    19,476  

  (2) その他     17,090   12,566    13,071  

有形固定資産合計     34,731 19.3  31,963 16.2   32,548 16.6

 ２ 無形固定資産     3,509 2.0  2,774 1.4   2,971 1.5

 ３ 投資その他の資産                

(1) 投資有価証券     26,817   32,849    29,118  

  (2) その他     4,430   6,171    5,312  

   貸倒引当金     △322   △325    △320  

投資その他の資産合計     30,926 17.2  38,695 19.6   34,111 17.5

固定資産合計     69,166 38.5  73,433 37.2   69,630 35.6

   資産合計     179,448 100  197,221 100   195,349 100 

                 

（負債の部）                

Ⅰ 流動負債                

 １ 支払手形     2,727   3,765    3,920  

 ２ 買掛金     19,417   22,096    25,941  

 ３ 未払費用     1,533   1,766    1,918  

 ４ 未払法人税等     2,237   2,493    3,849  

 ５ 賞与引当金     3,524   3,791    3,960  

 ６ 返品調整引当金     54   63    65  

 ７ 売上割戻引当金     702   546    1,056  

 ８ その他     5,852   7,272    5,434  

   流動負債合計     36,050 20.1  41,795 21.2   46,147 23.6



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

Ⅱ 固定負債                

 １ 長期借入金     7,000   7,000    7,000  

 ２ 退職給付引当金     5,630   5,009    5,596  

 ３ 役員退職慰労引当金     475   ―    498  

 ４ その他     1,664   4,140    2,639  

固定負債合計     14,770 8.2  16,149 8.2   15,734 8.1

   負債合計     50,820 28.3  57,945 29.4   61,882 31.7

                 

（資本の部）                

Ⅰ 資本金     13,444 7.5  13,444 6.8   13,444 6.9

Ⅱ 資本剰余金                

資本準備金     15,860   15,860    15,860  

資本剰余金合計     15,860 8.9  15,860 8.0   15,860 8.1

Ⅲ 利益剰余金                

１ 利益準備金     3,033   3,033    3,033  

２ 任意積立金     89,015   93,973    89,015  

３ 中間(当期)未処分利益     4,357   5,886    7,643  

利益剰余金合計     96,405 53.7  102,893 52.2   99,691 51.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金     6,318 3.5  10,667 5.4   7,979 4.1

Ⅴ 自己株式     △3,400 △1.9  △3,588 △1.8   △3,508 △1.8

資本合計     128,628 71.7  139,276 70.6   133,466 68.3

負債・資本合計     179,448 100  197,221 100   195,349 100 

                 



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     73,459 100  78,072 100   160,378 100 

Ⅱ 売上原価     45,177 61.5  43,849 56.2   100,203 62.5

   売上総利益     28,281 38.5  34,222 43.8   60,174 37.5

返品調整引当金繰入額     0 0.0  ―    10 0.0

   返品調整引当金戻入額     ―   1 0.0   ―  

   差引売上総利益     28,281 38.5  34,224 43.8   60,163 37.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   24,408 33.2  25,335 32.4   50,545 31.5

   営業利益     3,872 5.3  8,889 11.4   9,617 6.0

Ⅳ 営業外収益 ※２ 

  

1,092 1.5

 

718 0.9

  

2,567 1.6

Ⅴ 営業外費用 ※３ 838 1.2 1,182 1.5 1,565 1.0

   経常利益   4,125 5.6 8,424 10.8 10,620 6.6

Ⅵ 特別利益 ※４   820 1.1  781 1.0   2,934 1.8

Ⅶ 特別損失 ※５   581 0.8  2,283 2.9   2,484 1.5

   税引前中間(当期)純利益     4,364 5.9  6,923 8.9   11,070 6.9

   法人税、住民税及び 
事業税 

  2,191   2,406   5,926    

法人税等調整額   △412 1,779 2.4 463   2,870 3.7 △1,552 4,373 2.7

   中間(当期)純利益     2,584 3.5  4,053 5.2   6,696 4.2

   前期繰越利益     1,773   1,833    1,773  

自己株式処分差損     0   0    1  

   中間配当額     ―   ―    825  

中間(当期)未処分利益     4,357   5,886    7,643  

                



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

   償却原価法(定額法) 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

同左 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

同左 

    子会社株式及び関連会

社株式 

   移動平均法による原

価法 

  子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

  子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

    その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定してお

ります。) 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定してお

ります。) 

     時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

   時価のないもの 

同左 

  

   時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産 

  総平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  建物は定額法、その他

の有形固定資産は定率

法により償却しており

ます。 

  なお、耐用年数は以下

の通りであります。 

建物及び 
構築物 

３～60年

機械装置 
及び 
車両運搬具 

２～17年

(1) 有形固定資産 

  同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法により償却して

おります。 

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、

社内における利用可能

期間(５年)に基づいて

定額法により償却して

おります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 



  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  売掛金、受取手形等債

権の貸倒れによる損失

に備えて、一般債権に

ついては貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等

特定の債権については

個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額

を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員賞与の支給に備

えて、その支給見込額

を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3) 返品調整引当金 

  返品による損失に備え

て、全製品・商品の返

品予測高に対する売買

利益相当額を計上して

おります。 

(3) 返品調整引当金 

同左 

(3) 返品調整引当金 

同左 

  (4) 売上割戻引当金 

  卸店に対する売上割戻

金の支出に備えて、次

の基準により算定した

額を計上しておりま

す。 

(4) 売上割戻引当金 

  卸店に対する売上割戻

金の支出に備えて、次

の基準により算定した

額を計上しておりま

す。 

(4) 売上割戻引当金 

  卸店に対する売上割戻

金の支出に備えて、次

の基準により算定した

額を計上しておりま

す。 

   ① 卸店の販売実績に基

づいて算定する売上

割戻金については、

中間会計期間末現在

における卸店在庫に

割戻率を乗じた額。 

 ①   同左  ① 卸店の販売実績に基

づいて算定する売上

割戻金については、

期末現在における卸

店在庫に割戻率を乗

じた額。 

   ② 売掛金回収額に基づ

いて算定する売上割

戻金については、中

間会計期間末対象売

掛金に割戻率を乗じ

た額。 

 ②   同左  ② 売掛金回収額に基づ

いて算定する売上割

戻金については、期

末対象売掛金に割戻

率を乗じた額。 



  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (5) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度
末における退職給付債
務及び年金資産の見込
額に基づき、当中間会
計期間末において発生
していると認められる
額を計上しておりま
す。 

  過去勤務債務は、その
発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一
定の年数(15年)による
定額法により費用処理
しております。 

  数理計算上の差異は、
各事業年度の発生時に
おける従業員の平均残
存勤務期間以内の一定
の年数(15年)による定
額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌事
業年度から費用処理し
ております。 

(5) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度
末における退職給付債
務及び年金資産の見込
額に基づき、当中間会
計期間末において発生
していると認められる
額を計上しておりま
す。 

  過去勤務債務は、その
発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一
定の年数(15年)による
定額法により費用処理
しております。 
数理計算上の差異は、
各事業年度の発生時に
おける従業員の平均残
存勤務期間以内の一定
の年数(15年)による定
額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌事
業年度から費用処理し
ております。 
（追加情報） 
当社は、確定給付企業
年金法の施行に伴い、
厚生年金基金の代行部
分について、平成15年
９月25日に厚生労働大
臣から将来分支給義務
免除について認可を受
けました。また、過去
分については、平成16
年12月１日に返上の認
可を受け、平成17年８
月９日に国へ返還額
（最低責任準備金）の
納付を行いました。 
当社は「退職給付会計
に関する実務指針（中
間報告）」（日本公認
会計士協会会計制度委
員会報告第13号）第47
－２項に定める経過措
置を適用し、当該将来
分支給義務免除の日に
おいて代行部分に係る
退職給付債務と年金資
産を消滅したものとみ
なして会計処理いたし
ましたが、当該将来分
支給義務免除の時点に
おいて測定された返還
相当額（最低責任準備
金）と返還日における
実返還額との差額781
百万円について、当中
間会計期間において特
別利益に計上しており
ます。 

(5) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備
えるため、期末におけ
る退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づ
き計上しております。 

  過去勤務債務は、その
発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一
定の年数(15年)による
定額法により費用処理
しております。 

  数理計算上の差異は、
各事業年度の発生時に
おける従業員の平均残
存勤務期間以内の一定
の年数(15年)による定
額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌期
から費用処理しており
ます。 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (6) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金支給

に備えて、内規に基づ

き算出した中間会計期

間末所要額を計上して

おります。 

(6) 役員退職慰労引当金 

――― 

  

  

  

  

  （追加情報） 

  当社における役員退職

慰労金については、従

来、内規に基づき算出

した中間会計期間末所

要額を役員退職慰労引

当金として計上してお

りましたが、平成17年

６月29日限りで役員退

職慰労金制度を廃止

し、当該廃止日までの

在任期間に対応する役

員退職慰労金を各役員

の退任時に支給するこ

ととしました。これに

伴い、当中間会計期間

末における在任の役員

に対する退職慰労金相

当額248百万円につい

ては、未払金（流動負

債の「その他」に含

む）として計上してお

ります。 

  

(6) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金支給

に備えて、内規に基づ

き算出した期末所要額

を計上しております。 

４ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

 なお、仮払消費税等と仮

受消費税等は相殺のう

え、流動負債の「その

他」に含めて表示してお

ります。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 



会計方針の変更 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― （工業所有権収入の損益の計上区

分） 

――― 

  当社が保有する特許権をはじめと

する工業所有権の実施権許諾等の

対価として他社から受け入れた一

時金及び使用料収入については、

従来、「工業所有権収入」（「営

業外収益」に含む）として営業外

収益に計上しておりましたが、当

中間会計期間より「売上高」とし

て計上する方法に変更しました。 

この変更は、当該収入額が金額的

に重要性を増したこと及び今後継

続的に発生することが見込まれる

ため、売上高として計上する方が

損益の計上区分としてより適切な

処理であると判断したことによる

ものです。 

この変更による当中間会計期間の

損益に与える影響は、従来の方法

によった場合と比較して、売上高

及び営業利益がそれぞれ3,557百

万円増加し、営業外収益が同額減

少しております。 

なお、経常利益及び税引前中間純

利益に与える影響はありません。 

  

  

  （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これにより、「営

業外費用」が90百万円増加し、経

常利益及び税引前中間純利益がそ

れぞれ同額減少しております。 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は次の通りであります。 

  49,301百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額及び減損損失累計額は次の

通りであります。 

  49,528百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は次の通りであります。 

  50,090百万円

      

 ２ 偶発債務 

 (1) 関係会社の金融機関からの借

入金等に対して債務保証を行

っております。 

五協 
産業㈱ 

200百万円

サンノー 
食品㈱ 

1,523百万円

計 1,723百万円

 ２ 偶発債務 

 (1) 関係会社の金融機関からの借

入金等に対して債務保証を行

っております。 

五協 
産業㈱ 

200百万円

サンノー
食品㈱ 

1,391百万円

計 1,591百万円

 ２ 偶発債務 

 (1) 関係会社の金融機関からの借

入金等に対して債務保証を行

っております。 

五協
産業㈱ 

200百万円

サンノー
食品㈱ 

1,406百万円

計 1,606百万円

 (2) 当社従業員の金融機関からの

住宅資金借入金に対して債務

保証を行っております。 

  19百万円

 (2) 当社従業員の金融機関からの

住宅資金借入金に対して債務

保証を行っております。 

  13百万円

 (2) 当社従業員の金融機関からの

住宅資金借入金に対して債務

保証を行っております。 

  17百万円

      

３ 特定融資枠契約 

   当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行４

行と特定融資枠契約を締結し

ております。 

特定融資枠契
約の総額 

10,000百万円

借入実行残高 ―――

３ 特定融資枠契約 

   当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行４

行と特定融資枠契約を締結し

ております。 

特定融資枠契
約の総額 

10,000百万円

借入実行残高 ―――

 ３ 特定融資枠契約 

   当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行４

行と特定融資枠契約を締結し

ております。 

特定融資枠契
約の総額 

10,000百万円

借入実行残高 ―――



(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 研究開発費の総額は8,166百

万円であり、全額販売費及び

一般管理費に計上しておりま

す。 

※１ 研究開発費の総額は7,834百

万円であり、全額販売費及び

一般管理費に計上しておりま

す。 

※１ 研究開発費の総額は17,463百

万円であり、全額販売費及び

一般管理費に計上しておりま

す。 

      

※２ 営業外収益のうち主要なもの

は次の通りであります。 

受取利息 21百万円

受取配当金 492百万円

工業所有権 

収入 
233百万円

不動産賃貸 

収入 
113百万円

※２ 営業外収益のうち主要なもの

は次の通りであります。 

受取利息 18百万円

受取配当金 365百万円

受取保険金 103百万円

不動産賃貸 

収入 
103百万円

※２ 営業外収益のうち主要なもの

は次の通りであります。 

受取利息 35百万円

受取配当金 595百万円

工業所有権 

収入 
1,188百万円

      

※３ 営業外費用のうち主要なもの

は次の通りであります。 

    

支払利息 27百万円

たな卸資産 

廃棄損 
236百万円

寄付金 440百万円

※３ 営業外費用のうち主要なもの

は次の通りであります。 

    

支払利息 27百万円

たな卸資産 

廃棄損 
449百万円

寄付金 474百万円

※３ 営業外費用のうち主要なもの

は次の通りであります。 

支払利息 55百万円

たな卸資産 

廃棄損 
351百万円

寄付金 857百万円

      

※４ 特別利益のうち主要なものは

次の通りであります。 

投資有価証券 

売却益 
820百万円

※４ 特別利益のうち主要なものは

次の通りであります。 

厚生年金基金 

代行部分 

返上益 

781百万円

※４ 特別利益のうち主要なものは

次の通りであります。 

投資有価証券 

売却益 
2,672百万円

固定資産 

売却益 
262百万円

      

※５ 特別損失のうち主要なものは

次の通りであります。 

開発品目中止 

に伴う損失 
581百万円

※５ 特別損失のうち主要なものは

次の通りであります。 

    

合併関連 

費用 
2,107百万円

事業整理に伴

う損失 
176百万円

※５ 特別損失のうち主要なものは

次の通りであります。 

事業整理に伴

う損失 
878百万円

開発品目中止 

に伴う損失 
581百万円

たな卸資産 

廃棄損 
536百万円

合併関連費用 487百万円

      

６ 減価償却実施額は次の通りで

あります。 

有形固定資産 1,722百万円

無形固定資産 779百万円

６ 減価償却実施額は次の通りで

あります。 

有形固定資産 1,576百万円

無形固定資産 647百万円

６ 減価償却実施額は次の通りで

あります。 

有形固定資産 3,599百万円

無形固定資産 1,497百万円



  
(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 １  リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 １  リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 １  リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  
有形固定資産
その他 
(百万円) 

取得価額 
相当額 

2,418

減価償却 
累計額 
相当額 

1,197

中間期末 
残高相当額 

1,221

 
有形固定資産
その他 
(百万円) 

取得価額
相当額 

2,475

減価償却
累計額 
相当額 

1,184

中間期末
残高相当額 

1,291

有形固定資産 
その他 
(百万円) 

取得価額
相当額 

2,434

減価償却
累計額 
相当額 

1,278

期末残高
相当額 

1,155

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

 (注)    同左 

  

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

 ２  未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 528百万円

１年超 692百万円

合計 1,221百万円

 ２  未経過リース料中間期末残高

相当額等 

   未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 502百万円

１年超 788百万円

合計 1,291百万円

 ２  未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 498百万円

１年超 656百万円

合計 1,155百万円

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

 (注)    同左  (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

 ３  支払リース料及び減価償却費

相当額 

  

支払リース料 304百万円

減価償却費相当額 304百万円

 ３  支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び減損損失 

支払リース料 338百万円

減価償却費相当額 338百万円

 ３  支払リース料及び減価償却費

相当額 

  

支払リース料 616百万円

減価償却費相当額 616百万円

 ４  減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 ４  減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ４  減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損

失はありません。 

  



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

  
  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 778円92銭 844円33銭 808円61銭

１株当たり中間 
(当期)純利益 

15円65銭 24円57銭 40円40銭

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

 

中間(当期)純利益 
(百万円) 

2,584 4,053 6,696

普通株主に帰属しない
金額(百万円) 

― ― 26

(うち利益処分による
役員賞与金(百万円)) 

― ― 26

普通株式に係る中間
(当期)純利益(百万円) 

2,584 4,053 6,670

普通株式の期中平均株
式数(千株) 

165,158 164,991 165,113



(重要な後発事象) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当社と住友製薬株式会社は、平成17

年10月１日をもって合併することに

ついて基本的に合意し、平成16年11

月25日開催の取締役会での決議を経

て、同日、合併に関する「基本合意

書」を締結しました。 

１ 合併の目的 

わが国の製薬業界を取り巻く経営

環境は、定期的薬価引下げなど薬

剤費抑制策の浸透、新薬創出のた

めの研究開発投資負担の増大、欧

米大手製薬企業による攻勢、業界

再編の進行などにより、厳しさを

増しつつあります。このような国

内事業環境のもと、日本の準大手

製薬企業が社会に貢献しつつ、安

定的な成長を遂げていくために

は、革新的な新薬創出に向けて研

究開発投資を積極的に行うととも

に、巨額化・長期化する投資に耐

えうる国内事業基盤を確保するこ

とが最重要課題となります。さら

に、製薬企業として成長していく

ためにはグローバル展開が不可欠

ですが、海外事業基盤の確立には

周到な戦略と相当規模の投資が必

要となります。 

当社及び住友製薬株式会社は、こ

のような共通の認識にもとづき、

両社の最重要基盤である国内にお

いて事業基盤をさらに強化し、グ

ローバル展開への足場を築くため

に、両社の合併について検討して

きましたが、今般、その基本的事

項について合意しました。 

本合併により、両社の経営資源を

統合し、選択と集中を基調とした

基本戦略を追求することで、収益

性及び競争力の一層の向上を目指

してまいります。 

（住友製薬株式会社との合併） 

当社は、住友製薬株式会社と、平成

17年６月29日開催の当社第185期定

時株主総会において、また、住友製

薬株式会社では、平成17年６月22日

開催の同社第22期定時株主総会にお

ける合併契約書の承認決議により、

平成17年10月１日をもって合併し、

商号を「大日本住友製薬株式会社」

に変更いたしました。 

合併に関する事項の概要は、次の通

りであります。 

１ 当社は、合併に際して、合併期

日前日の最終の住友製薬株式会

社の株主名簿（実質株主名簿を

含む。以下同じ。）に記載又は

記録された株主（実質株主を含

む。以下同じ。）に対し、その

所有する住友製薬株式会社の普

通株式１株につき、当社の普通

株式1,290株の割合をもって割

当交付いたしました。なお、割

当交付した株式232,716,000株

のうち、229,716,000株につい

て は 新 株 を 発 行 し、残 り

3,000,000株については新株の

発行に代えて当社が所有した自

己株式を移転しております。 

２ 当社は、合併期日前日の最終の

住友製薬株式会社の株主名簿に

記載又は記録された株主に対

し、平成17年４月１日から平成

17年９月30日までの期間の中間

配当（商法第293条ノ５の規定

による金銭の分配）に代えて、

その所有する住友製薬株式会社

の普通株式１株につき16,000円

の合併交付金を、当社の中間配

当金支払開始日にあわせて支払

いました。 

（住友製薬株式会社との合併契約書

の締結） 

連結財務諸表等における「重要な後

発事象」に記載のとおり、平成17年

４月28日に住友製薬株式会社との合

併契約書を締結しました。当該合併

契約書については、住友製薬株式会

社では、平成17年６月22日開催の第

22期定時株主総会において、当社で

は、平成17年６月29日開催の第185

期定時株主総会において承認を得て

おります。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

２ 合併の方法及び合併契約の内容 

(1)合併の方法 

当社を存続会社とし、住友製

薬株式会社を消滅会社とする

方式により合併します。 

(2)合併契約の内容（予定） 

①合併比率 

住友製薬株式会社の普通株式

１株に対して、当社の普通株

式1,290株を割り当てます。 

②合併日程 

③本店所在地 

大阪市 

  

――― 

合併契約書承認

取締役会 
平成17年４月 

合併契約書締結 平成17年４月 

合併契約書承認

株主総会 
平成17年６月下旬 

合併期日 平成17年10月１日 

合併登記 平成17年10月上旬 

３ 当社は、合併により、資本金が

8,955百万円、利益準備金が

2,255百万円、任意積立金その

他留保利益の額が118,874百万

円それぞれ増加しております。

なお、合併に伴う資本準備金の

増加はありません。この結果、

資本金は22,400百万円、利益準

備金は5,288百万円、任意積立

金 そ の 他 留 保 利 益 の 額 は

218,734百万円となりました。 

４ 当社が住友製薬株式会社から引

き継いだ資産及び負債の内訳は

以下の通りです。 

  

（主要設備の譲渡） 

当社は、経営資源の有効活用の一環

として、平成17年11月に以下の設備

について外部へ譲渡いたしました。 

  

  

なお、当該設備の譲渡に伴い、平成

18年３月期において、当該設備の売

却益1,786百万円を特別利益に計上

する予定であります。 

  

資産合計 184,394百万円

（流動資産） 120,152百万円

（固定資産） 64,242百万円

負債合計 48,406百万円

（流動負債） 36,187百万円

（固定負債） 12,218百万円

譲渡した設備 
東京支社（東京都

中央区）他 

譲渡総額 2,215百万円

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

――― 



(2) 【その他】 

① 中間配当 

平成17年11月８日開催の取締役会において、第186期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)の中間配

当(商法第293条ノ５の規定による金銭の分配)を当社定款第32条の規定に基づき、次の通り行う旨決議しまし

た。 

    

② 訴訟 

住友製薬株式会社は、ファイザー社（ファイザー・リミテッド（英国）及びファイザー・コーポレーション（パ

ナマ共和国））とのライセンス契約を基に「アムロジン」（高血圧症・狭心症治療薬／持続性カルシウム拮抗

薬）の製造販売を行ってまいりましたが、当社との合併前に当該契約を親会社の住友化学株式会社へ譲渡し、当

社は合併後、住友化学株式会社から再実施権の許諾を受けております。合併期日後に、ファイザー社は、当社と

当該契約の当事者であった住友製薬株式会社との合併によりライセンス契約は終了したとして、当社及び住友化

学株式会社を被告とする特許侵害による製造販売の差し止めと損害賠償を求める訴訟を東京地方裁判所に提起

し、また当社及び住友化学株式会社は、ファイザー社を被告として実施権者たる地位の確認を求める訴訟を同裁

判所に提起し、現在係争中であります。当社及び住友化学株式会社は、合併後においてもライセンス契約は有効

に存続しているとの主張の正当性が認められるものと認識しており、当該品目の製造販売の継続及び損益への影

響はないものと考えております。 

  

 （ア） 中間配当金の総額 824百万円 

 （イ） １株当たりの金額 ５円00銭 

 （ウ） 支払請求権の効力   

     発生日及び支払開始日 平成17年12月７日 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 

  

有価証券報告書及びその添付書類 

 （第185期事業年度 自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

  平成17年６月29日 

関東財務局長に提出 

(2) 

  

  

  

臨時報告書 

 （証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府

令第19条第２項第３号及び第４号ならびに第９号の規定に基づく臨

時報告書) 

  平成17年10月17日 

関東財務局長に提出 

  

  

(3) 

  

  

臨時報告書の訂正報告書 

 （証券取引法第24条の５第５項により準用される同法第７条の規定に

基づく臨時報告書の訂正報告書) 

  平成17年４月28日 

関東財務局長に提出 

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

大日本製薬株式会社 

  

  
  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大日本

製薬株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、大日本製薬株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成16年11月25日開催の取締役会での決議を経て、同日、住友製薬

株式会社との合併に関する「基本合意書」を締結した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

平成16年12月13日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  土  田  秋  雄  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  大  西  康  弘  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

大日本住友製薬株式会社 

  

  
  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大日本

住友製薬株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、大日本住友製薬株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

1.会計方針の変更に記載されているとおり、従来、営業外収益として計上していた工業所有権収入について、当中間

連結会計期間より売上高として計上する方法に変更した。 

2.重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年10月1日を合併期日として住友製薬株式会社と合併した。

3.重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年11月に東京支社他の設備を譲渡した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

平成17年12月16日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  中  村  基  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  大  西  康  弘  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

大日本製薬株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大日本

製薬株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第185期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、大日本製薬株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月

１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成16年11月25日開催の取締役会での決議を経て、同日、住友製薬

株式会社との合併に関する「基本合意書」を締結した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

平成16年12月13日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  土  田  秋  雄  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  大  西  康  弘  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

大日本住友製薬株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大日本

住友製薬株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第186期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を

行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、大日本住友製薬株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

1.会計方針の変更に記載されているとおり、従来、営業外収益として計上していた工業所有権収入について、当中間

会計期間より売上高として計上する方法に変更した。 

2.重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年10月1日を合併期日として住友製薬株式会社と合併した。

3.重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年11月に東京支社他の設備を譲渡した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

平成17年12月16日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  中  村  基  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  大  西  康  弘  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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